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１．機構の業務内容、事務所の所在地 
 

（１）業務内容 

ａ）農水産業協同組合貯金保険法（昭和４８年法律第５３号）に基づく業務 

① 保険料の収納 

② 貯金者等に対する保険金等の支払 

③ 経営困難農水産業協同組合に係る合併等（付保貯金移転を含む。）に対する資金援助（金銭の贈与、資金の貸付け又は預入れ、資産の

買取り、債務の保証又は引受け、優先出資の引受け等及び損害担保） 

④ 追加的資金援助 

⑤ 貯金等債権の買取り 

⑥ 協定債権回収会社に対する業務（協定の締結、回収業務の円滑な実施に必要な資金の出資、損失の補てん若しくは資金の貸付け又は債

務の保証、金銭の収納、回収業務の実施に必要な指導及び助言等） 

⑦ 管理人の業務 

⑧ 金融危機対応業務 

⑨ 金融システムの安定を図るための農林中央金庫の資産及び負債の秩序ある処理に関する措置への対応業務 

⑩ 決済債務の弁済のための資金、貯払い資金及び資産価値の減少防止のための資金の貸付け等 

 

ｂ）農水産業協同組合の再生手続の特例等に関する法律（平成１２年法律第９５号）に基づく業務 

     第２章及び第３章の規定に基づく貯金者代理の業務 

 

  ｃ）株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法（平成２３年法律第１１３号）に基づく業務 

     機構の設立及び機構に対する出資 

 

ｄ）ａ）～ｃ）の業務に附帯する業務  

 

（２）事務所の所在地                                                                                                               

 
所 在 地               電 話      Ｆ Ａ Ｘ      

 

 
〒１００－０００５ 東京都千代田区丸の内３－３－１（新東京ビル） ０３－３２８５－１２７０ ０３－３２８５－１２７４ 
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２．機構の沿革等 
 

（１）機構の沿革 

 年   月 事 項                       

 昭和４８年 ９月 ・設 立  

 昭和６１年 ６月 

(昭和61年 9月 1日施行) 

・農水産業協同組合貯金保険法（以下、この表において「貯金保険法」という。）改正により 

①保険金の仮払金支払制度の導入 

 

   ②資金援助制度等の導入  

 平成 ８年 ６月 ・貯金保険法改正により  

 (平成 8年 6月21日施行)  ①対象組合に特定漁連(注)の追加                 (注)特定漁連とは、漁協から信用事業を譲り受けた信漁連をいう。  

   ②資金援助対象に信用事業の全部譲渡の追加  

   ③貯金等債権買取制度の導入（平成９年４月１日施行）  

   ④特別保険料、貯金等債権の特別買取り及び特別資金援助制度の導入（平成１３年３月３１日までの時限的措置）  

 平成 ９年１２月 ・貯金保険法の改正により  

 (平成 9年12月19日施行)  ①資金援助対象に新設合併の追加  

  ②資金援助対象に特定合併(注)の追加（平成１３年３月３１日までの時限的措置）  

        (注)特定合併とは、都道府県知事のあっせんに係る経営困難組合同士の合併をいう。  

 平成１０年 ５月 ・貯金保険法の改正により 

 ①資金の借入れに対する政府保証の付与の導入 

 

 (平成10年 5月27日施行）  

  ②資金援助の手法として、劣後ローン供与、経営困難組合からの資産の直接買取り等の追加  

平成１２年 ５月 

(平成13年 4月 1日施行) 
 

 

 

 

 

 
 

・貯金保険法等の改正により 

①対象組合に農林中金、信農連、信漁連等の追加 

②資金援助対象に信用事業の一部譲渡、付保貯金移転の追加 

③付保対象貯金に金融債等の追加 

④資金援助手法として、優先出資の引受け及び損害担保の追加 

⑤公的管理人制度、協定債権回収会社業務及び金融危機対応業務の導入 

⑥貯払い資金の貸付け等の導入 

⑦平成８年６月の欄の④に係る時限措置の１年延長。なお、流動性貯金（特定貯金）については、１５年３月末まで全額保護 

（以上、貯金保険法等の改正による。） 

⑧貯金者代理の業務の導入（農水産業協同組合の再生手続の特例等に関する法律による。） 
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平成１３年  ６月 

(平成14年 1月 1日 施行) 

・貯金保険法の改正により 

資金援助対象に指定支援法人(注)の追加 

  (注)指定支援法人とは、農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律（平成８

年法律第１１８号）第３２条に規定する法人をいう。 

平成１４年１２月 

(平成15年 4月 1日 施行) 

・貯金保険法の改正により 

①決済用貯金の全額保護措置の導入 

②決済債務の保護措置の導入 

③決済債務の弁済資金の貸付けの導入 

④特定貯金の全額保護の時限措置の２年延長 

平成２３年 ８月 

(平成23年 9月26日 施行) 

・農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律の改正により 

①震災特例組合に係る特定優先出資等の取得に関する業務の導入 

②取得した特定優先出資等の処分に関する業務の導入 （震災特例業務） 

 

平成２３年１１月 

(平成23年11月28日及び 

平成24年 2月23日 施行) 

・株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法の制定により同機構の設立の発起人となり、１，３１４百万円を出資 

（平成２４年２月１７日） 

 

平成２７年 ９月 

(平成28年 4月 1日 施行) 

・農業協同組合法等の改正により対象組合に特定承継会社を追加（令和８年３月末まで）  

平成３０年 ２月 

(平成30年 2月 7日施行) 

・株式会社東日本大震災事業者再生支援法の改正により 

 同機構に６６３．８百万円を追加出資（平成３０年６月２６日） 

平成３０年 ９月 ・上記、震災特例業務終了 

令和 ３年 ６月 

(令和 4年 4月 1日 施行) 

・貯金保険法の改正により 

金融システムの安定を図るための農林中央金庫の資産及び負債の秩序ある処理に関する措置の導入 

 

 

 

（２）設立根拠法 

農水産業協同組合貯金保険法 

 

 

（３）主務大臣 

農林水産大臣、財務大臣、金融庁長官 
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（４）審議等機関 

運営委員会（委員７人以内並びに機構の理事長及び理事で組織） 

                                                                  （令和５年３月３１日現在） 

 
 氏  名 現 職                  

 

 
委員長（理事長） 黒 川 淳 一  

 

 
委 員〈五十音順〉 石 黒 秀 一 

愛知県信用農業協同組合連合会経営管理委員会会長 

ＪＡバンク代表者全国会議副議長 

 

 
同 大 野 早 苗  武蔵大学副学長 

 

 
同 加 々 美 博 久 弁護士 

 

 
同 河 本  紳   農林中央金庫常務執行役員 

 

 
同 鳥 谷 礼 子 一般社団法人環境金融研究機構理事 

 

 
同 中 平 和 典 全国漁業協同組合連合会専務理事 

 

 
同 山 田 秀 顕 全国農業協同組合中央会常務理事 

 

 
理 事 竹 内 純 一  

 

 

 

３．資本金の状況 

                                                                                                                 （単位：百万円） 

 
 令和３事業年度末 令和４事業年度増減 令和４事業年度末 備     考 

 

 

 政府出資金 ２，０５５ ０  ２，０５５ 

一般勘定             ７５ 

東日本大震災事業者再生支援勘定 

              １，９８０ 

 

 
  日本銀行出資金 ７５ ０         ７５  
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  民間出資金 １５０ ０       １５０  

 

 
  農林中央金庫          ７５ ０         ７５  

 

 
  信用農業協同組合連合会等          ６７．５ ０         ６７．５    ９６団体 

 

 
  信用漁業協同組合連合会等             ７．５ ０             ７．５   １９団体 

 

 
   合 計          ２，２８０      ０     ２，２８０  

 

 

 

４．役員の状況 

定 員  理事長１人、理事１人、監事１人 

 
氏 名      役 職      任 期                 経 歴         

 

 
黒 川 淳 一    理  事 長 令和 ４年１０月 １日～令和 ７年 ９月３０日 （前）国土交通省大臣官房審議官 

 

 竹 内 純 一    理  事 令和 ３年１０月 １日～令和 ５年 ９月３０日 （前）北海道農政事務所次長 
 

 
金  井  千  尋   監 事（非常勤） 平成２８年 ５月 １日～令和 ６年 ４月３０日  公認会計士   

 

 

 

５．職員の状況 

職員の定数 

                                                                                                                                    

 
令和３事業年度末 令和４事業年度増減 令和４事業年度末 

 

 
              １８人              ０人               １８人 
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６．当該年度及び過年度分を含めた業務の実施状況 

（１）農水産業協同組合貯金保険法に基づく業務  

①保険料収納の状況                                                                        （単位：百万円）   

 
 令和２事業年度 令和３事業年度 令和４事業年度  

 保 険 料 ８，９６３ ９，１３６ ６，９７８  

   

②資金援助発動の状況                    （単位：百万円） 

  平成１４事業年度まで 

資 金 援 助 １１１，８７０ 

  金 銭 贈 与 ９３，９５８ 

 資 金 貸 付 ２，７６７ 

 資 産 買 取 ８，８５８ 

 債 務 の 保 証 ６，２８７ 

件  数 ２２件 

 

平成１５事業年度以降、新たな組合の破綻は生じていない。 

なお、資金援助額は、運営委員会決定ベースである。 

また、上記のほか、貯払資金貸付５８百万円のうち２３百万円が資金援助とみなされている。 

 

③立入検査及び調査業務等 

貯金者データの整備状況に係る立入検査を４０組合に対して実施した。 
また、貯金保険制度により保護される貯金の割合を把握するため、保険対象組合に対し、貯金カバー率調査を実施した。 
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（２）株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法に基づく業務 

出資の状況                                     （単位：百万円）                         

 
 平成２３事業年度 平成３０事業年度  

 

 

 

 

 

出 資 額 

（累   計） 

１，３１４ 

 

 ６６４ 

（１，９７８） 

 

 

 

平成２３事業年度及び平成３０事業年度以外の出資はない。 

 



７．資金計画の実施の結果

①  一般勘定 （単位：円）

科　　目 計画額 実績額 差　異 科　　目 計画額 実績額 差　異
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）

保険金事業費 200,000 0 △ 200,000 前年度よりの繰越金 17,403,693,000 21,736,023,689 4,332,330,689
　保　険　金 100,000 0 △ 100,000
　仮払保険金 100,000 0 △ 100,000 保険料収入

　保　険　料 6,973,000,000 6,977,588,310 4,588,310
保険事故処理費 100,000 0 △ 100,000

回収金収入
資金援助事業費 6,972,000,000 0 △ 6,972,000,000 　貯金等債権回収金 100,000 0 △ 100,000
　金 銭 贈 与 6,971,300,000 0 △ 6,971,300,000
　貸　付　金 100,000 0 △ 100,000 資金援助事業収入 300,000 0 △ 300,000
　優 先 出 資 100,000 0 △ 100,000 　受 取 利 息 100,000 0 △ 100,000
　損 害 担 保 100,000 0 △ 100,000 　貸付回収金 100,000 0 △ 100,000
　債務保証代位弁済 100,000 0 △ 100,000 　求償権回収金 100,000 0 △ 100,000
　資産買取業務委託費 200,000 0 △ 200,000
　公的管理人業務費 100,000 0 △ 100,000 貯金等債権買取事業収入 100,000 0 △ 100,000

貯金等債権買取事業費 200,000 0 △ 200,000 協定債権回収会社納付金収入 100,000 0 △ 100,000
　貯金等債権買取費 100,000 0 △ 100,000
　貯金等債権回収益支払金 100,000 0 △ 100,000 協定債権回収会社貸付金

利息収入 100,000 0 △ 100,000
貯金等債権買取処理費 100,000 0 △ 100,000

協定債権回収会社貸付回収金 100,000 0 △ 100,000
農水産業協同組合再生事業費 100,000 0 △ 100,000

被管理農水産業協同
協定債権回収会社貸付金 100,000 0 △ 100,000 組合貸付回収金 100,000 0 △ 100,000

被管理農水産業協同組合貸付金 100,000 0 △ 100,000 資産運用収入 1,925,782,000 1,916,263,960 △ 9,518,040

過年度保険料払戻金 100,000 0 △ 100,000 負担金収入
　被管理農水産業協同

一般管理費 752,152,000 528,040,494 △ 224,111,506 組合等負担金収入 100,000 0 △ 100,000

固定資産取得 1,076,000 324,500 △ 751,500 金銭贈与返納金 100,000 0 △ 100,000

予　備　費 6,000,000 0 △ 6,000,000 事業外収入 965,000 407,200 △ 557,800

有価証券取得 65,100,000,000 0 △ 65,100,000,000 有価証券償還・売却 64,667,823,000 64,665,682,671 △ 2,140,329

その他支出 19,085,000 17,640,875 △ 1,444,125 その他収入 2,650,000 2,852,314 202,314

翌年度への繰越金 18,123,700,000 94,752,812,275 76,629,112,275

合　　　計 90,975,013,000 95,298,818,144 4,323,805,144 合　　　計 90,975,013,000 95,298,818,144 4,323,805,144

令和４事業年度　　資　金　計　画　実　績　表

支　　　　出 収　　　　入

(8)



②  危機対応勘定 （単位：円）

科　　目 計画額 実績額 差　異 科　　目 計画額 実績額 差　異
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）

特別監視指定に係る
農林中央金庫貸付金 100,000 0 △ 100,000 前年度よりの繰越金 0 0 0

特別監視指定に係る 借 入 金 収 入
農林中央金庫優先出資 100,000 0 △ 100,000 借 入 金 収 入 300,000 0 △ 300,000

一般管理費 100,000 0 △ 100,000

翌年度への繰越金 0 0 0

合　　　計 300,000 0 △ 300,000 合　　　計 300,000 0 △ 300,000

令和４事業年度　　資　金　計　画　実　績　表

支　　　　出 収　　　　入

(9)



③  東日本大震災事業者再生支援勘定 （単位：円）

科　　目 計画額 実績額 差　異 科　　目 計画額 実績額 差　異
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）

一般管理費 102,000 0 △ 102,000 前年度よりの繰越金 1,816,000 1,917,575 101,575

翌年度への繰越金 1,816,000 1,917,593 101,593 事 業 外 収 入
  受 取 利 息 102,000 18 △ 101,982

合　　　計 1,918,000 1,917,593 △ 407 合　　　計 1,918,000 1,917,593 △ 407

令和４事業年度　　資　金　計　画　実　績　表

支　　　　出 収　　　　入

(10)
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８．借入金残高の状況 

  令和５年３月末現在、借入金残高はない。 

 

９．機構が行った出資の状況 

  株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法に基づく出資 

 

    株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法第５４条第１項の規定に基づき、同機構の設立の発起人となり出資を行っている。 

 

出 資 先 取 得 日  出資金額（百万円） 取得株式数 

株式会社東日本大震災 
事業者再生支援機構 

平成２４年２月２２日   １，３１４   ２６，２８０ 

平成３０年６月２８日 ６６４ １３，２７６ 

 合  計 １，９７８ ３９，５５６ 
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株式会社東日本大震災事業者再生支援機構の概要                        （令和５年３月３１日現在） 

所在地 
本  店  宮城県仙台市青葉区一番町４丁目６－１ 仙台第一生命タワービルディング１９階 

東京本部  東京都千代田区丸の内２丁目２－２ 丸の内三井ビルディング１０階 

資本金 ２９，９８４百万円 

事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 再生支援の対象となった事業者（以下「対象事業者」という。）に対して金融機関等が有する債権の買取り等 

② 対象事業者に対する次に掲げる業務 

 イ 資金の貸付け（社債の引受けを含む。） 

 ロ 金融機関等の資金の借入れに係る債務の保証 

 ハ 出資 

 ニ 事業の再生に関する専門家の派遣 

 ホ 事業活動に関する必要な助言 

③ 債権買取り等に係る債権の管理及び譲渡その他の処分 

④ 出資に係る株式又は持分の譲渡その他の処分 

⑤ 前号に掲げる業務に関連して必要な交渉及び調査として行う法律事務 等 

役員の状況 取締役６名、監査役２名 

役員の代表者名 松﨑 孝夫 

職員数 ８１名 

機構の持株比率 ６．６％ 

沿革 平成２４年２月２２日 設立 
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１０．機構が対処すべき課題 
 

農水産業協同組合貯金保険機構（以下「機構」という。）は、農水産業協同組合（以下「組合」という。）が貯金等の払戻しを停

止した場合に必要な保険金等の支払と貯金等債権の買取りを行うほか、経営困難組合に係る合併等に対する資金援助、管理人による

管理及び金融危機に対応するための措置並びに農林中央金庫の資産及び負債の秩序ある処理に関する措置等の制度を確立し、もって

信用秩序の維持に資することを使命としている。 

平成 15 年以降、組合に対する資金援助事案は発生しておらず、農漁協系統金融機関全体として経営健全性の確保のための取組を

実施してきている。 

一方で、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつあるものの、マイナス金利環境の継続に伴う厳しい経営環境は続いてお

り、ロシアによるウクライナ侵攻なども背景とした国際的な原材料価格の上昇や円安の進行によるエネルギー価格等の高騰が農業・

食品産業に大きく影響を与える状況となっている。また、我が国の金融システムは、全体として安定性を維持しているが、米欧の金

融部門の不確実性をめぐる状況は注視する必要がある。 

これらの情勢も踏まえつつ、組合の貯金者保護と信用秩序維持のためのセーフティネット運営主体として、継続的に貯金保険制度

の運用改善を行い、破綻処理への対応力を維持・強化することが、引き続き重要な課題となっている。 

また、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法に係る業務への適切な対応が引き続き求められている。 

機構としては、このような課題・ニーズ等を踏まえ、令和４～６年度を目標期間とした新たな中期業務目標及び各年度の業務運営

方針に掲げた取組を着実に執行することにより、貯金者保護と信用秩序維持のためのセーフティネットとしての機能を果たしてい

る。 

令和４年度においては、 

① 破綻処理態勢の充実・強化に向け、破綻処理をより迅速かつ的確に実施し、機構職員による破綻処理システム等の安定的な運用

が可能となる態勢を構築するため、破綻処理時における事務を時系列で確認できるタイムラインマニュアル（チェックリスト）の

整備に着手するとともに、職員研修及び破綻処理時を想定した訓練を実施した。 

② 破綻処理システム等のオペレーション能力向上のため、組合のデータを活用したシミュレーションテストを実施した。 

③ 円滑な貯金等の払戻しのための名寄せに係るデータ整備の向上に向け、都道府県等と連携した組合への立入検査を着実に実施す

るとともに、貯金者データ自己点検システム等に加えて新たに名寄せ検証事業を活用し、系統組織と連携した組合の貯金者データ

整備を推進した。 

④ 農漁協系統職員に対する研修会、都道府県行政担当者に対する制度説明会を実施し、組合破綻時における事務処理能力向上等に

取り組んだ。 
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⑤ 責任準備金の積立目標額と保険料率について、ＪＡバンクの今後の健全性等の検証を踏まえて妥当性の検討を行い、令和５年度

は現行どおりとした。 

⑥ 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法に係る業務について、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構及び関係当局等の

間で適切に対応した。 

なお、令和５年度は、制度創設・機構設立 50 周年の節目の年を迎える。このため、改めて（１）貯金者はもとより組合にも、機構

がその役割を十全に発揮していると評価される業務運営の徹底、（２）機構内部の観点として①これまでの知識と経験の継承、②不

断の「アップデート」と「バージョンアップ」を意識した上で、中期業務目標（令和４～６年度）及び令和５年度業務運営方針に掲

げた取組を着実に執行することとしている。 


